
と 妊娠届、新生児・産婦訪問、各種相談・健診、各種がん検診などの保健事業のデータを電算で一元管理し、
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 市民個々のニーズに合った適切な助言や情報提供など母子・成人保健サービスを提供すると共に、相談体制
展開方向

を確保する。また、各種事業の業務の効率化及び個人情報管理のセキュリティ機能を強化する。
妊娠届、出生通知書、新生児・産婦訪問、４か月児相談、１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査、成人検 〇システムが滞りなく動作し、業務に支障が生じないよう、適宜、保守を行う。
診等各種事業で把握したデータをペーパー管理からＰＣ管理に変更し、心も身体も健康プランの進行管理を 〇システムのカスタマイズを実施。
総括的に行えるシステムの運営を行う。開発したシステムを利用して、個人情報を一元管理し、市民の今ま 当該年度   新生児聴覚検査結果取込（政策）
での相談内容を把握し、市民に必要な助言や情報提供を行うと共に、予防接種情報、妊娠届出情報、母子健 執行計画 　健康管理システム基幹システム更新対応（政策）

(3)事業内容 内　　容 診情報のマイナンバー情報連携を実施する。 　特定個人情報改版対応、国保被保険者証番号枝番追加（経常）

母子・成人事業における職員のシステム利用における満足度 想定値 95当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各種データ一元化により、より適切な指導を行う。 間接 母子・成人事業における職員のシステム利用における満足度 ％ 83.2 95

令和 4年度 各種データ一元化により、より適切な指導を行う。 間接 母子・成人事業における職員のシステム利用における満足度 ％ 95

令和 5年度 各種データ一元化により、より適切な指導を行う。 間接 母子・成人事業における職員のシステム利用における満足度 ％ 95

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

パート会計年度（事務補助）2.00人 5,140 パート会計年度（事務補助）2.00人 5,321 パート会計年度（事務補助）2.00人 5,321 パート会計年度（事務補助）2.00人 5,321
システムリース費 3,186 システムリース費 419 システムリース費 419 システムリース費 419
システム保守委託費 3,228 システム保守委託費 3,228 システム保守委託費 3,228 システム保守委託費 3,228
システム改修業務委託料 1,774 システム改修業務委託 2,795 システム改修業務委託 3,409 システム改修業務委託 3,409

＊ システム改修業務委託（新生児聴覚） 1,092
＊ 包括委託分基幹システム更新業務委託 614

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,328 合　　計 13,469 合　　計 12,377 合　　計 12,377
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,328 13,469 12,377 12,377

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.2 0.2
正職員人件費 2,175 2,225 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,503 15,694 14,157 14,157
(11)単位費用

182.39千円／％ 165.2千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

妊娠届、新生児・産婦訪問、各種相談・健診、予防接種などの保健事業のデータを電算で一元管理し、市民個々のニーズ ○①事前確認での想定どおり
に合った適切な助言や情報提供などを迅速に提供する相談体制を確保するためには当該システムが必要である。また、心 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ も身体も健康プランの進行管理（検証・評価）においても、各種健（検）診や相談などのデータが必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
83.2 95 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,694 △191
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△1.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.61

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 615 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 健康管理システム開発・運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成26年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,694 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備する



著しい妊娠期・乳児期に定期的な健康診査によって、異常の早期発見や健康管理を
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 行うことができ、安全な出産と乳児の健やかな成長を送ることができる。
展開方向

妊娠期・乳児期の健康管理に必要な定期健康診査のうち、一部を市の妊婦・乳児健康診査として健診費用を ４月：委託契約
助成し、受診率の向上を図る。 随時：母子健康手帳交付時に受診券を交付、転入者は転入届出時に受診券を交付、契約医療機関追加契約、
実施場所：県内医療機関及び県外委託医療機関（一部） 当該年度 助成金交付（償還）申請・審査・支払業務
期間・回数：妊娠期14回、乳児期2回（3～6か月、9～11か月） 執行計画 随時、子育てワンストップサービスへの対応を検討（マイナポータルを活用した健康診査のお知らせ等の導

(3)事業内容 内　　容 方法：母子健康手帳発行時に別冊Ⅰとして受診券交付、受診券記載の健診項目について、市の費用負担とす 入・運用検討)、マイナンバー情報連携実施
る。市と契約できない県外医療機関で受診した場合の健診費用を償還払い制度により助成する。 政策：新生児聴覚検査費用助成令和3年度導入予定。
（母子保健法第13条に基づく法定事業） 受診件数（妊婦延9,240件、乳児延1,380件） 想定値 10,620当該年度
政策：新生児聴覚検査　令和3年4月1日以後に生まれた出生児で、生後50日以内に実施した検査を対象に令 単位 件

活動結果指標 実績値和3年度から実施予定。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 受診率が増加する 間接 受診率 ％ 94.4 94.5

令和 4年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 94.5

令和 5年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 95

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

乳児健康診査委託料 9,520 乳児健康診査委託料 9,039 乳児健康診査委託料 9,039 乳児健康診査委託料 9,039
妊婦健康診査委託料 75,723 妊婦健康診査委託料 73,253 妊婦健康診査委託料 73,253 妊婦健康診査委託料 73,253
妊婦・乳児支払審査業務・受診券委託料 1,388 妊婦・乳児支払審査業務・受診券委託料 1,367 妊婦・乳児支払審査業務・受診券委託料 1,367 妊婦・乳児支払審査業務・受診券委託料 1,367
通信運搬費 53 通信運搬費 87 通信運搬費 87 通信運搬費 87
消耗品 5 消耗品 5 消耗品 5 消耗品 5
助成金（償還払） 1,778 助成金（償還払） 1,823 助成金（償還払） 1,823 助成金（償還払） 1,823
受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 250 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 276 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 276 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 276

実施内容 妊婦健診・乳児健診入力作業委託 1,570 妊婦健診・乳児健診入力作業委託 1,129 妊婦健診・乳児健診入力作業委託 1,129 妊婦健診・乳児健診入力作業委託 1,129
パート会計年度（事務補助）0.1人 257 パート会計年度（事務補助）0.2人 510 パート会計年度（事務補助）0.2人 510 パート会計年度（事務補助）0.2人 510

(8)施行事項
費　　用 パート会計年度（事務補助）0.1人 232

パート会計年度（事務補助）0.13人 98 パート会計年度（事務補助）0.13人 98 パート会計年度（事務補助）0.13人 98 パート会計年度（事務補助）0.13人 98
＊ 新生児聴覚検査導入検討 委託料決定 ＊ 新生児聴覚検査通信運搬費 6 ＊ 新生児聴覚検査通信運搬費 6 ＊ 新生児聴覚検査通信運搬費 6

＊ 新生児聴覚検査委託料 1,920 ＊ 新生児聴覚検査委託料 1,920 ＊ 新生児聴覚検査委託料 1,920
＊ 新生児聴覚検査支払審査業務・受診券委 85 ＊ 新生児聴覚検査支払審査業務・受診券委 85 ＊ 新生児聴覚検査支払審査業務・受診券委 85
＊ 新生児聴覚検査入力作業委託 74 ＊ 新生児聴覚検査入力作業委託 74 ＊ 新生児聴覚検査入力作業委託 74
＊ 新生児聴覚検査助成金 210 ＊ 新生児聴覚検査助成金 210 ＊ 新生児聴覚検査助成金 210

予算(決算)額 合　　計 90,874 合　　計 89,882 合　　計 89,882 合　　計 89,882
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 90,874 89,882 89,882 89,882

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.59 0.59 0.59 0.59
正職員人件費 5,133 5,251 5,251 5,251

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 96,007 95,133 95,133 95,133
(11)単位費用

8.91千円／件 8.96千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

妊娠期には早・流産、妊娠中毒症などの予防や経過観察、乳児期には疾病や発達障害などの早期発見・治療が必要である ○①事前確認での想定どおり
ため、医療機関において定期的に健康診断及び検査を受け、常にその健康状態を把握する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
94.4 94.5 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 95,133 874
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

0.91

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.1

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 619 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 妊婦・乳児健康診査等 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.59 人）
(1)事業概要

(当　初) 95,133 千円 (うち人件費 5,251 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 母体の変化や児の成長が



早期発見・早期治療を促進し、個人の健康を守るとともに結核の蔓延を予防
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 し、公衆衛生の向上を図る。
展開方向

対象：65歳以上 3月　保健センターのご案内・広報・ホームページ等にて案内
内容・費用：問診、胸部エックス線検査 9月　受診券送付、地区民生委員協議会にて啓発
　　　　　　希望者は喀痰細胞診検査を実施(1,100円) 当該年度 10月　保健センターのご案内にて案内、検診の実施(市内8会場巡回、13日間実施)
実施期間：9～11月に実施。 執行計画 1月　精密検査未受診勧奨通知送付

(3)事業内容 内　　容 ※17年度から結核健診対象者が65歳以上になったため、40～64歳は肺がん検診を実施。

受診者数 想定値 5,600当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 結核の早期発見・早期治療及び結核の蔓延を予防する。 直接 受診率 ％ 13.9 17.9

令和 4年度 結核の早期発見・早期治療及び結核の蔓延を予防する。 直接 受診率 ％ 18.9

令和 5年度 結核の早期発見・早期治療及び結核の蔓延を予防する。 直接 受診率 ％ 19.9

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 8 消耗品 8 消耗品 8 消耗品 8
結核・肺がん検診受診券作成等委託料 902 結核・肺がん検診受診券作成等委託料 880 結核・肺がん検診受診券作成等委託料 880 結核・肺がん検診受診券作成等委託料 880
通信運搬費 656 通信運搬費 377 通信運搬費 377 通信運搬費 377
検診委託料 9,834 検診委託料 10,276 検診委託料 10,276 検診委託料 10,276
駐車場整理委託料 177 駐車場整理委託 214 駐車場整理委託 214 駐車場整理委託 214
パート会計年度(看護師）0.05人 164 パート会計年度(看護師）0.05人 174 パート会計年度(看護師）0.05人 174 パート会計年度(看護師）0.05人 174
パート会計年度(事務補助）0.07人 181 パート会計年度(事務補助）0.07人 186 パート会計年度(事務補助）0.07人 186 パート会計年度(事務補助）0.07人 186

実施内容 パート会計年度(看護師)0.72人 340 パート会計年度(看護師)1.61人 616 パート会計年度(看護師)1.61人 616 パート会計年度(看護師)1.61人 616
パート会計年度(保健師）0.05人 24 パート会計年度(保健師）0.33人 134 パート会計年度(保健師）0.33人 134 パート会計年度(保健師）0.33人 134

(8)施行事項
費　　用 予備費：パート会計年度 489 ＊ パート会計年度(資料整理員）1.28人 730 ＊ パート会計年度(資料整理員）1.28人 730 ＊ パート会計年度(資料整理員）1.28人 730

予備費：駐車場整理委託料 238

予算(決算)額 合　　計 13,013 合　　計 13,595 合　　計 13,595 合　　計 13,595
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,013 13,595 13,595 13,595

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,480 3,560 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,493 17,155 17,155 17,155
(11)単位費用

2.66千円／人 3.06千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

結核は、現在もなお我が国最大の感染症である。結核予防法の廃止に伴い、平成17年度から結核健診の対象年齢が65歳以 ○①事前確認での想定どおり
上に変更になった。結核の罹患率が高く、発見率が結核予防政策として有効な65歳以上を対象に健診を実施し、結核の予 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 防・早期発見に努める必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
13.9 17.9 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 17,155 △662
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△4.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.1

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 624 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 結核・肺がん検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,155 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備すると 検診を通して、結核・肺がんの



う、生活習慣を改善するためのさ 目的を持って活動する各団体に合わせて、情報提供や健康相談を行うことで、、自身やその家族の健康への
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 意識が高まり、自主的に健康な生活を送ることができる。
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
〇市民の自主的な地域の団体が活動の中で、より健康維持、増進のために、健康教室を開催実施にあたり、 〇随時：出前講座は、生涯学習課が取りまとめにて各課に依頼される。家庭教育学級、長寿大学、その他地
保健師、栄養士、歯科衛生士の依頼があった場合には積極的に協力、連携を図る。また、食品表示の推進の 区社会福祉協議会やまちづくり協議会のイベント等にて健康教育の依頼があった際は、随時対応する。
ため出前講座や健康教育の場で活用等を啓発する。 当該年度 〇階段利用のメリットを伝えるステッカーやポスターを駅事業所等へ設置依頼し、日常的に利用する階段で
〇運動習慣確立のための取り組みを推進するなかで、階段利用のメリットを伝えるステッカーやポスターな 執行計画 の効果やその必要性を啓発する。

(3)事業内容 内　　容 どを活用し、普段運動をする時間が取れない働き盛りの世代を中心に、市民の運動量増加および健康寿命の 〇「元気ちば！健康チャレンジ事業」の周知や、一定の健康ポイントを獲得した対象者へ「ち～バリュ～カ
延伸を図る。 ード」の交付等を行う。
〇県の「元気ちば！健康チャレンジ事業（自主的な健康づくりや健診受診等で健康ポイントを獲得し、一定 参加者数（延） 想定値 1,300当該年度
以上のポイント獲得ができた場合に協力店舗で利用できる「ち～バリュ～カード」を交付する）」に協力・ 単位 人

活動結果指標 実績値参加することで、市民の自主的な健康づくりを支援する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に合わせた健康づくりの支援を行うことで、健康づくりができた者が増加する。 間接 満足度 ％ 100 100

令和 4年度 対象者に合わせた健康づくりの支援を行うことで、健康づくりができた者が増加する。 間接 満足度 ％ 100

令和 5年度 対象者に合わせた健康づくりの支援を行うことで、健康づくりができた者が増加する。 間接 満足度 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（歯科） 26 消耗品費（歯科） 24 消耗品費（歯科） 24 消耗品費（歯科） 24
消耗品費（栄養） 25 消耗品費（栄養） 25 消耗品費（栄養） 25 消耗品費（栄養） 25
消耗品費（成人一般健康教育用） 42 消耗品費（成人一般健康教育用） 26 消耗品費（成人一般健康教育用） 26 消耗品費（成人一般健康教育用） 26
パート会計年度（歯科衛生士）0.27人 55 パート会計年度（歯科衛生士）0.32人 55 パート会計年度（歯科衛生士）0.32人 55 パート会計年度（歯科衛生士）0.32人 55
印刷製本費（栄養） 122 印刷製本費（栄養） 122 印刷製本費（栄養） 122 印刷製本費（栄養） 122

健康セミナー講師謝礼 27 健康セミナー講師謝礼 27 健康セミナー講師謝礼 27
＊ 元気ちば！健康チャレンジ事業分 ＊ 元気ちば！健康チャレンジ事業分 ＊ 元気ちば！健康チャレンジ事業分

実施内容 ＊ 消耗品費 23 ＊ 消耗品費 23 ＊ 消耗品費 23
＊ 通信運搬費 9 ＊ 通信運搬費 9 ＊ 通信運搬費 9

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 270 合　　計 311 合　　計 311 合　　計 311
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 32 補助率 66 ％ 46 補助率 66 ％ 46 補助率 66 ％ 46
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 238 265 265 265

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0.12
正職員人件費 1,044 1,068 1,068 1,068

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,314 1,379 1,379 1,379
(11)単位費用

1.01千円／人 1.06千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

健康についての関心・意識が高まる中、運動習慣の低下や食習慣の乱れ、健康に関する情報の氾濫など、健康への課題も ○①事前確認での想定どおり
現れてきている。地域で仲間と共に支えながら継続して健康増進を図るため、主体的な健康づくりを支援したり、地域で ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 自主的に活動を行う市民団体から健康づくりに関する教育や相談の依頼があった場合に保健師・栄養士・歯科衛生士が積 ○要
   背景は？(事業の必要性) 極的に協力、連携を図る必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,379 △65
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△4.95

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 7.25

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 639 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 市民団体・自主活動支援（一般健康教育・出前講座・地域活動支援を含む） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,379 千円 (うち人件費 1,068 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよ



るため、専門職が電話や来所の市民に、保健指導・健康相談を行うことによって
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 、健康に関するの不安の軽減・解消を行うことができ、市民の健康の保持・増進に寄与する。
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
母子・成人保健事業における各種健（検）診や相談の中で把握した対象者のうち、電話や個別面接による支 随時、対象者の支援方法についての話し合いを実施し、情報の共有と支援内容の充実を図る。
援が必要と判断した対象者に電話・来所相談を実施する。また、希望者に対しては随時対応する。 子育て世代包括支援センター面接場所拡大：令和3年度より開設準備、令和4年度開設予定。
対象者：市民及び市内に在住する者 当該年度
訪問者：保健師・栄養士・歯科衛生士等の専門職 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ※子ども・子育て支援法第59条第1項に規定する利用者支援事業（母子保健型）の「子育て世代包括支援セ
ンター」を同時に実施。妊娠届出が多い我孫子市の西側に、個別面接の支援ができるよう面接場所の確保に
向けて準備を行う。 電話・来所相談件数（延） 想定値 4,800当該年度

（※保健師・栄養士・歯科衛生士相談件数） 単位 件
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、健康の維持・向上を図る 間接 電話・来所相談対象者に対する実施率 ％ 100 100

令和 4年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、健康の維持・向上を図る 間接 電話・来所相談対象者に対する実施率 ％ 100

令和 5年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、健康の維持・向上を図る 間接 電話・来所相談対象者に対する実施率 ％ 100

「子育て世代包括支援センター」の役割として、妊娠を届け出た妊婦との全数面接を実施することが必須となっている。本市で
(7)事業実施上の課題と対応 は市民の利便性向上のため、保健センターの他、市民課・各行政サービスセンターに既存のテレビ電話を活用し面接しているが 代替案検討 ○有 ●無

、妊婦全数と対面での面接は出来ていない。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

電話・来所相談 0 電話・来所相談 0 電話・来所相談 0 電話・来所相談 0
ポケトーク（個人用） 33 ＊ 包括支援センター面接場所開設準備 ＊ 包括支援センター面接場所開設予定

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 33 合　　計 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 33 ％ 2,915 補助率 33 ％ 2,780 補助率 33 ％ 2,780 補助率 0 ％ 2,780
県支出金 補助率 33 ％ 2,915 補助率 33 ％ 2,780 補助率 33 ％ 2,780 補助率 0 ％ 2,780
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △5,797 △5,560 △5,560 △5,560

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.49 1.49 2 2
正職員人件費 12,963 13,261 17,800 17,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,996 13,261 17,800 17,800
(11)単位費用

2.71千円／件 2.76千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・近年、交通機関・情報網の発達や欧米文化の流入などにより、経済的に豊で便利な社会を迎える一方、少子高齢化によ ○①事前確認での想定どおり
る家族の孤立化や生活習慣病者の増加などの健康への課題も明らかとなってきている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・支援を必要と判断した対象者に家庭・生活状況に合わせた情報提供や健康相談を電話や個別面接で迅速に対応すること ○要
   背景は？(事業の必要性) よにって、健康に関するの不安の軽減・解消を行うことができ、市民の健康の保持・増進を支援する必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,261 △265
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△2.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.75

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 645 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 電話・来所相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 17 人 (換算人数 1.49 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,261 千円 (うち人件費 13,261 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善するためのさ 市民の相談に迅速に対応す



う、休日（昼間）の初期診療が必要な患者に対応するため、休日診療
施策目的・

(2)目的 ービスをいつでも受けられるよう、かかりつけ医などの身近な医療から高度な最先端技術を提供する医療ま 事業目的 所を設置し、診療にあたる。
展開方向

でを体系的に整備し、広域的な連携を含めて医療体制を強化します。
日曜・祝日及び年末年始（１２月３０日から１月３日）の初期診療が必要な患者に対応するため、公設公営 日曜・祝日及び年末年始（１２月３０日から１月３日）の初期診療が必要な患者に対応するため、公設公営
の休日診療所を運営する。 の休日診療所を運営している。診療内容：医科（内科・小児科）、歯科。診療時間：午前９時から午後５時
診療内容：医科（内科・小児科）、歯科 当該年度 まで（歯科は正午まで）。診療業務従事者：医師会、歯科医師会、薬剤師会。後方待機病院：JAとりで総合

執行計画 医療センター、市内二次救急医療機関。
(3)事業内容 内　　容

受診者数 想定値 3,500当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 休日診療所受診者が適切に処置を受けられるとともに、２次医療機関（後方待機病院）に転送された時、適切な医療が受けられ 直接 休日診療所利用者を適切に診療した割合 % 100 100
るよう医療機関の連携を図る。

令和 4年度 休日診療所受診者が適切に処置を受けられるとともに、２次医療機関（後方待機病院）に転送された時、適切な医療が受けられ 直接 休日診療所利用者を適切に診療した割合 % 100
るよう医療機関の連携を図る。

令和 5年度 休日診療所受診者が適切に処置を受けられるとともに、２次医療機関（後方待機病院）に転送された時、適切な医療が受けられ 直接 休日診療所利用者を適切に診療した割合 % 100
るよう医療機関の連携を図る。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

従事者委託料 31,360 従事者委託料 28,955 従事者委託料 28,955 従事者委託料 28,955
光熱水費 264 光熱水費 251 光熱水費 251 光熱水費 251
消耗品費 429 消耗品費 468 消耗品費 468 消耗品費 468
医薬材料費 5,214 医薬材料費 5,346 医薬材料費 5,346 医薬材料費 5,346
医師賠償責任保険 97 医師賠償責任保険 107 医師賠償責任保険 107 医師賠償責任保険 107
施設設備保守点検委託料 188 委託料（施設 レセコン 廃棄物 放射線 630 施設設備保守点検委託料 83 施設設備保守点検委託料 83
手数料 50 手数料 45 手数料 45 手数料 45

実施内容 診療機器修繕費 70 診療機器修繕費 70 診療機器修繕費 70 診療機器修繕費 70
通信運搬費 156 通信運搬費 156 通信運搬費 156 通信運搬費 156

(8)施行事項
費　　用 レセプトＰＣ保守点検委託料 378 レセプトＰＣリース料 551 レセプトＰＣ保守点検委託料 386 レセプトＰＣ保守点検委託料 386

感染性廃棄物処理業務委託料 69 診療機器リース料 488 感染性廃棄物処理業務委託料 95 感染性廃棄物処理業務委託料 95
放射線測定検査委託料 104 施設修繕料 30 放射線測定検査委託料 66 放射線測定検査委託料 66
レセプトＰＣリース料 551 清掃委託料 1,314 レセプトＰＣリース料 551 レセプトＰＣリース料 551
診療機器リース料 488 年末年始駐車場整理委託料 128 診療機器リース料 488 診療機器リース料 488
施設修繕料 49 備品購入（クイックナビリーダ―） 24 施設修繕料 30 施設修繕料 30
清掃委託料 1,166 医療機器撤去処分業務委託料 275 清掃委託料 1,314 清掃委託料 1,314
年末年始駐車場整理委託料 124 ＊ 外部改修及び空調設備更新工事設計 2,302 年末年始駐車場整理委託料 128 年末年始駐車場整理委託料 128
備品購入（クイックナビリーダ―） 24 1号補正：自動水栓改修工事費 301 ＊ 外部改修及び空調設備更新工事

予算(決算)額 合　　計 40,781 合　　計 41,441 合　　計 38,539 合　　計 38,539
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 301 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 2,000 充当率 75 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12,481 9,821 9,220 9,220

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 28,300 □特会 ■受益 □基金 □その他 29,319 □特会 ■受益 □基金 □その他 29,319 □特会 ■受益 □基金 □その他 29,319
換算人数(人) 0.82 0.82 0.82 0.82
正職員人件費 7,134 7,298 7,298 7,298

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 47,915 48,739 45,837 45,837
(11)単位費用

13.69千円／人 13.93千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市内の医療機関で日曜・祝日・年末年始に開業しているところは、ほとんどなく、休日に市民が安心して診療を受けられ ○①事前確認での想定どおり
るよう休日診療所を開設することが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 48,739 △824
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△1.72

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.21

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 648 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 休日診療所の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.82 人）
(1)事業概要

(当　初) 48,739 千円 (うち人件費 7,298 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31201 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

休日でも初期的な医療を受けられるよう、関係機関と連携して休日診療所を運営します。また、救急医療サ 必要な時に必要な医療が受けられるよ



間の急病患者の医療に適切に対処できるように、救急医療体制の充実を図る
施策目的・

(2)目的 ービスをいつでも受けられるよう、かかりつけ医などの身近な医療から高度な最先端技術を提供する医療ま 事業目的 。
展開方向

でを体系的に整備し、広域的な連携を含めて医療体制を強化します。
〇日曜、祝日、年末年始及び毎夜間の救急患者を受け入れできる救急医療（我孫子つくし野病院・我孫子東 ・夜間や休日の救急患者の受け入れを行う。
邦病院・アビコ外科整形外科病院・我孫子聖仁会病院・平和台病院・名戸ヶ谷あびこ病院）体制の確保、充 （毎夜間：午後５時から翌日午前９時まで　　日曜/祝日/年末年始：午前９時から翌日午前９時まで）
実を図る。 名戸ヶ谷あびこ病院は、病院を運営する「蛍水会」が平成２５年１月に社会医療法人に認定さ 当該年度 ・救急医療対策検討会の開催
れ、公立病院に準じた公的な役割を担う病院となった。公立病院に準じた特別交付税措置制度を活用した支 執行計画 ・災害医療対策会議の開催

(3)事業内容 内　　容 援を行う。 政策：令和２年度は２病院における循環備蓄について協議・実施。
〇災害医療対策会議を開催し、災害時の救護活動等について、平時から関係者で協議する。大規模な災害時
、我孫子市災害時医療救護活動マニュアルに基づき我孫子医師会を中心に実施する初動医療体制の充実・強 休日・夜間受診件数 想定値 12,000当該年度
化を図るため、医薬品等を市内8か所の救護所に配備する。病院は配備した医薬品等を日常の診療で使用し 単位 件

活動結果指標 実績値、使用後補充する形で、常に応急医療救護活動用として備蓄（循環備蓄）する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 病院の診療時間外に病気にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 100 100

令和 4年度 病院の診療時間外に病気にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 100

令和 5年度 病院の診療時間外に病気にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

第二次救急医療運営負担金 48,512 第二次救急医療運営負担金 48,512 第二次救急医療運営負担金 48,512 第二次救急医療運営負担金 48,512
公的病院等に対する運営費補助金 20,000 公的病院等に対する運営費補助金 20,000 公的病院等に対する運営費補助金 20,000 公的病院等に対する運営費補助金 20,000
災害医療対策会議報償費 18 災害医療対策会議報償費 18 災害医療対策会議報償費 18 災害医療対策会議報償費 18

＊ 救護所医薬品等２か所分（病院配置）
＊ 循環備蓄医薬品、循環備蓄衛生材料 796
＊ 救護所用品残り２か所分
＊ 備品：トリアージシート他 352

実施内容 ＊ 7月補正：第二次救急医療運営負担金 6,000
＊ 7月補正：医療機関等感染症対策支援金 10,900

(8)施行事項
費　　用 ＊ 9月補正：オンライン診療支援金 4,000

＊ 9月補正：循環備蓄医薬品等負担金 1,164
＊ 9月補正：災害時医療救護備品購入費 7,557
＊ 9月補正:入院医療機関従事者慰労金 2,000
＊ 9月補正：PCR検査協力医療機関支援金 2,700
＊ 予備費：PCR検査医師確保負担金 400

予算(決算)額 合　　計 104,399 合　　計 68,530 合　　計 68,530 合　　計 68,530
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 104,399 68,530 68,530 68,530

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.69 0.69 0.69 0.69
正職員人件費 6,003 6,141 6,141 6,141

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 110,402 74,671 74,671 74,671
(11)単位費用

9.2千円／件 6.22千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・各病院が毎日複数の当直医（内科系・外科系等）を確保するのは困難なため、さまざまな病状の救急患者を迅速に病院 ○①事前確認での想定どおり
に搬送し、適切な治療を受けられるようにするには、市が二次救急医療の受入れ体制を整えるための支援をしていく必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・平時から地域の関係者が災害医療対策会議において、災害時の市の救護本部機能の強化等を検討していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 災害医療対策会議では、医師会、歯科医師会、薬剤師会等の ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 関係者に委員を委嘱し、意見を頂いている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 74,671 35,731
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

32.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.13

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 651 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 第二次救急医療整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.69 人）
(1)事業概要

(当　初) 74,671 千円 (うち人件費 6,141 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31201 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

休日でも初期的な医療を受けられるよう、関係機関と連携して休日診療所を運営します。また、救急医療サ 日曜、祝日、年末年始及び毎夜



、 平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故に
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 起因する放射性物質による健康への影響を心配する市民に対し、医療機関等での検査の受診を促し，もって
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治 市民の健康への影響に対する不安及び経済的負担の軽減を図る。
〇ホールボディカウンタ測定費用助成　内部被ばくの状況を把握するため、測定機関においてホールボディ 〇ホールボディカウンタ測定費用・甲状腺検査費助成
カウンタ測定費用に対する助成 ・助成金の申請受付。申請受付後、随時助成金の交付決定後、助成を行う。
対象被測定者　妊婦、平成6年4月2日以降に生まれた者。助成金額は測定費用の1/2とし、1人につき3,000円 当該年度 ・ホールボディカウンタ測定については、測定前に事前申出が必要。
を限度とする。生活保護世帯等の場合、助成金額は測定費用の全額とし、6,000円を限度とする。 執行計画 ・測定・検査実施者にアンケートを実施。

(3)事業内容 内　　容 〇甲状腺検査費用助成　市内医療機関において甲状腺超音波検査と血液検査を同時に実施後、医師からの説
明を実施する。対象者は、平成4年4月2日～平成23年4月1日生まれの者で、事故日及び検査日において市内
に住所を有する者とする。ただし、自覚症状のある者や医療に罹っている者は除く。１人につき5,000円を ホールボディカウンタ測定・甲状腺検査助成件数 想定値 4当該年度
限度に助成する。 単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健康への影響に対する市民の不安の軽減を図ること 直接 健康への影響に対する不安の軽減ができた者の割合 % 75 80

令和 4年度 健康への影響に対する市民の不安の軽減を図ること 直接 健康への影響に対する不安の軽減ができた者の割合 % 80

令和 5年度 健康への影響に対する市民の不安の軽減を図ること 直接 健康への影響に対する不安の軽減ができた者の割合 % 80

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ホールボディカウンタ測定及び ホールボディカウンタ測定及び ホールボディカウンタ測定及び ホールボディカウンタ測定及び
甲状腺検査費用助成金 甲状腺検査費用助成金 甲状腺検査費用助成金 甲状腺検査費用助成金

＊ （3,000円×2人+5,000円×2人） 16 ＊ （3,000円×2人+5,000円×2人） 16 ＊ （3,000円×2人+5,000円×2人） 16 ＊ （3,000円×2人+5,000円×2人） 16

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 16 合　　計 16 合　　計 16 合　　計 16
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 16 16 16 16

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.16 0.16 0.16 0.16
正職員人件費 1,392 1,424 1,424 1,424

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,408 1,440 1,440 1,440
(11)単位費用

352千円／件 360千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所の事故による各種放射能対策を実施して ○①事前確認での想定どおり
きたが、子どもの将来に対する保護者の不安は消し去ることはできていない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ このため、医療機関等によるホールボディカウンタ測定や甲状腺検査の助成事業を実施し、子どもや保護者の不安の軽減 ○要
   背景は？(事業の必要性) を図る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75 80 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,440 △32
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△2.27

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 5.56

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1961 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ホールボディカウンタ測定及び甲状腺検査費用助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,440 千円 (うち人件費 1,424 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに



に基づく定 小児の任意予防接種を受けた児の保護者に対し、予防接種に要する費用の一部を助成することにより、保護
施策目的・

(2)目的 期接種の接種率の向上を図ります。また、任意接種についても、市民の費用負担の軽減を図るなど接種しや 事業目的 者の経済的負担を軽減するとともに、発病予防・重症化予防、及び集団感染の予防を図ることを目的とする
展開方向

すい体制を整備します。 。
＜小児インフルエンザ＞対象者：生後6か月～小学6年生、助成額：1,500円/回年度内一人2回まで。接種場 ＜小児インフルエンザ＞10月～市内委託医療機関からの請求による委託料の支払、市外医療機関での接種者
所：市内契約医療機関等 時期：9月市内保育園、小学校、医療機関へ予診票を配布し、市内幼稚園へはちら への助成金交付申請受付及び支払
しを配布。10月～翌年1月31日※契約医療機関外での接種は助成金交付。 当該年度 ＜小児等任意予防接種費用助成金＞骨髄移植等の影響により、定期予防接種で獲得した免疫が低下・消失し
【政策】＜小児等任意予防接種費用助成金＞骨髄移植等の影響により、定期予防接種で獲得した免疫が低下 執行計画 た乳幼児が医師の判断に基づき再接種した際にかかる費用を助成する。

(3)事業内容 内　　容 ・消失した乳幼児等が、医師の判断に基づき予防接種を再接種した際にかかる費用を助成する。

接種者件数（延べ件数） 想定値 11,560当該年度
小児インフルエンザ11,560件 単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 疾病の発症、重症化及び集団感染の予防を図るため、接種者数を増やす。 直接 小児インフルエンザ接種率 件 52.3 52.5

令和 4年度 疾病の発症、重症化及び集団感染の予防を図るため、接種者数を増やす。 直接 小児インフルエンザ接種率 件 52.5

令和 5年度 疾病の発症、重症化及び集団感染の予防を図るため、接種者数を増やす。 直接 小児インフルエンザ接種率 件 52.5

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

接種委託料 19,090 接種委託料 16,900 接種委託料 16,900 接種委託料 16,900
助成金（償還） 360 助成金（償還） 600 助成金（償還） 600 助成金（償還） 600
通信運搬費 10 通信運搬費 14 通信運搬費 14 通信運搬費 14
パート会計年度（事務補助）0.11人 284 風しん予防接種助成金 90 風しん予防接種助成金 90 風しん予防接種助成金 90
パート会計年度（事務補助）0.11人 256 パート会計年度（事務補助）0.22人 562 パート会計年度（資料整理員）0.22人 562 パート会計年度（資料整理員）0.22人 562
パート会計年度（事務補助）0.66人 244 パート会計年度（資料整理員）0.64人 366 パート会計年度（資料整理員）0.64人 366 パート会計年度（資料整理員）0.64人 366
パート会計年度（事務補助）0.22人 122 ＊ 特別の理由による任意予防接種助成金 37 ＊ 特別の理由による任意予防接種助成金 37 ＊ 特別の理由による任意予防接種助成金 37

実施内容 ＊ 風しん予防接種助成金 15

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 20,381 合　　計 18,569 合　　計 18,569 合　　計 18,569
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 7 補助率 50 ％ 45 補助率 50 ％ 45 補助率 50 ％ 45
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 20,374 18,524 18,524 18,524

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 1,780 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 22,121 20,349 20,349 20,349
(11)単位費用

1.89千円／件 1.76千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

予防接種法に位置付けがされていない任意予防接種であり、市が助成制度を実施することで、保護者の経済的負担を軽減 ○①事前確認での想定どおり
すると共に、疾病への罹患や罹患した場合でも重症化を防ぐことができる。また、多くの人が予防接種を受けることで感 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 染症の流行（集団感染）も防ぐことができることから、勧めていく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
52.3 52.5 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 20,349 1,772
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

8.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.26

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2080 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 小児等任意予防接種費用助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,349 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

感染症の罹患と重篤化を予防するため、予防接種についての十分な情報提供を行い、予防接種法


